
法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条  この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、主に都市圏等の企業

が当該感染症のリスク分散を図るとともに、本市に新たな拠点を設けることを目的

として従業員を本市に配置し、又は本市に従業員が滞在する場合に、その従業員の

滞在等にかかる経費の一部に対し、予算の範囲内において法人向けリビングシフト

型企業誘致推進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、佐

賀市補助金等交付規則（平成１７年佐賀市規則第６４号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 従業員 佐賀市内に本店、支店、営業所等を有していない企業に勤め、現住

所が佐賀市以外の者をいう。 

(2) 配置 企業が定める勤務地として配置することをいう。 

(3) 移動 従業員の現住所から佐賀駅までの往復をいう。 

(4) 滞在 佐賀市内のホテル又は旅館等で宿泊することをいう。 

(5) 旅費 鉄道賃、船賃、航空賃、車賃（車両燃料費を除く。）、宿泊料（飲食

代を除く。）、その他市長が必要と認めるものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、佐賀市内に

本店、支店、営業所等を有していない企業とする。 

２ 補助対象者は、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当するもので

あってはならない。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。） 

(2) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団員ではなくなった日から５年を経過しない者 

(4) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接

的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(6) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 



（補助事業） 

第４条  補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を鑑み、佐賀市内に本店、支店、営業所等を有していない企

業が当該感染症のリスク分散を図るとともに、本市に新たな拠点を設けることを目

的として従業員を本市に配置し、又は本市に従業員が滞在し、マイクロソフトＡＩ

＆イノベーションセンターＳＡＧＡを利用する事業とする。 

（補助対象経費等） 

第５条  補助対象経費、補助率及び補助限度額は、次のとおりとする。 

補助対象経費 補助率 補助限度額 

従業員の移動及び滞在に

係る旅費（実質負担分に

限る。） 

補助対象経費の

２／３以内 

佐賀市職員等の旅費に関する

条例に基づく積算額の２／３

を上限とする 

滞在日数は従業員１人につき

６０日を限度とする 

２  前項の旅費のうち、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃（車両燃料費を除く。）につい

ては、移動に係る経費のみを対象とし、補助対象経費に算入できる移動は１回の

みとする。 

３ 第１項の補助対象経費となる従業員の滞在日数は６日以上とする。 

４ 補助対象経費は、補助金の交付の決定を受けた日から当該年度の末日までに支出

を完了するものでなければならない。 

（補助事業の交付申請） 

第６条 補助対象者は、法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付申請

書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助事業の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、当該申請に係る書類の

審査等により、補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定したときは、その決定の内容及びこれに付した条件

を法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付決定通知書（様式第３号。

以下「交付決定通知書」という。）により、補助対象者に通知するものとする。 

（補助事業の変更） 

第８条  補助対象者は、次の各号のいずれかに該当するときは、法人向けリビングシ

フト型企業誘致推進事業補助金交付変更申請書（様式第４号。以下「変更申請書」

という。）に事業計画書（様式第２号）を添えて市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 



(1) 補助事業に要する予算を変更しようとするとき。 

(2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 前項の軽微な変更は変更後の補助対象経費の額が、変更前の補助対象経費に比し

て１０パーセントを超えない範囲の増減額であるもの、また、その他市長が軽微な変

更と認められるもの。 

３ 補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が

困難となったときは、遅滞なく市長に報告してその指示を受けなければならない。 

４ 市長は、第１項の変更申請書の提出があったとき又は前項の報告があったときは、

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付変更通知書（様式第５号）

により交付決定の内容 を変更することができる。 

（実績報告） 

第９条  補助対象者は、補助事業の実績を報告しようとするときは、法人向けリビン

グシフト型企業誘致推進事業補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」

という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実施報告書（様式第７号） 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２  前項の実績報告書の提出期限は、補助年度の３月３１日までとする。 

（補助金の額の確定） 

第１０条  市長は、前条の規定により実績報告を受けた場合において、その内容を審

査し、適当であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、法人向けリ

ビングシフト型企業誘致推進事業補助金確定通知書（様式第８号）により補助対

象者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、法人向けリビング

シフト型企業誘致推進事業補助金交付請求書(様式第９号)を市長に提出しなけれ

ばならない。 

（関係書類の整備） 

第１２条  補助対象者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした帳簿及び証拠書

類を整備し、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から５年間これらを保管

しなければならない。 

（報告の徴収） 

第１３条  市長は必要があると認めるときは、補助対象者に対し補助事業実施後の成

果について報告を求めることができる。 

 

附 則 



この要綱は、令和３年４月２１日から施行する。 



様式第１号（第６条関係）  

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業 

補助金交付申請書  

 

令和 年  月  日  

（宛先）佐賀市長  

申請者 法人住所            

法人名称            

代表者氏名         ㊞  

  電話番号            

 

 法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱第６条の規定により、

次のとおり申請します。  

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補助事業の目的及び内容  

 

補 助 事 業 の 経 費 所 要 額  円  

交 付 申 請 金 額  円  

補助事業の完了予定年月日  年   月   日  

添 付 書 類  

・事業計画書  

・経費の見積書等  

 



様式第２号（第６条関係） 

 

令和 年  月  日 

 

事 業 計 画 書 

 

従業員概要 

 

上記の従業員の経費内訳 

単位：円 

経費区分 
補助対象 

経    費 

補助金交 

付申請額 

備 考 

（経路等） 

移

動

・

滞

在 

旅 費 

鉄道賃 円       ⇔ 

船賃 円 ⇔ 

航空賃 円 ⇔ 

車賃 円 ⇔ 

宿泊料 円 計  泊 

計 円 円  

※ 積算根拠となる書類（見積書等）は別添のとおり。 

滞在する従業員の氏名  
TEL 

 

滞在する従業員の住所 
〒 

 

滞在中に行う 

仕事の内容 

（該当内容に☑をつけてください） 

□通常業務 

□販路開拓 

□現地視察 

□その他（                  ） 

滞在期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

  マイクロソフトＡＩ＆  

 イノベーションセンター 

ＳＡＧＡの利用予定日数 

日 



様式第３号（第７条関係）  

 

佐市工第     号  

令和 年  月  日  

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業 

補助金交付決定通知書  

 

       様  

佐賀市長         印  

 

令和 年  月  日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり

決定したので、法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱第７条の

規定により通知します。  

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補助事業の目的及び内容   

交 付 決 定 金 額  円  

交 付 条 件  

 

・佐賀市補助金等交付規則及び法人向けリビングシフ

ト型企業誘致推進事業補助金交付要綱の規定に従う

こと。  

・補助事業を変更する場合は、市長の承認を受けるこ

と。  

・補助事業に係る経費の収入及び支出を明らかにした

帳簿及び証拠書類を整備し、補助事業が完了した日

の属する年度の終了後５年間保管すること。  

 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業 

補助金交付変更申請書  

 

令和 年  月  日  

（宛先）佐賀市長 

申請者 法人住所            

法人名称            

代表者氏名         ㊞  

  電話番号            

 

令和 年  月  日付け佐市工第  号で補助金の交付決定を受けた補助事業

について、法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱第８条の規定

により、次のとおり申請します。  

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補 助 事 業 の  

変 更 の 内 容  
 

変 更 の 理 由   

補 助 事 業 の  

変 更 後 の 経 費  

所 要 額  

 

変 更 後 の 交 付  

申 請 額  
 

変 更 の 年 月 日   年  月  日（予定）  

添 付 書 類  

・変更後の事業計画書  

・経費の見積書等  



様式第５号（第８条関係） 

 

佐市工第     号  

令和 年  月  日  

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業  

補助金交付変更通知書  

 

        様 

佐賀市長         印  

 

令和 年  月  日付けで申請又は報告のあった補助金等の交付決定内容につ

いては、法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱第８条の規定に

より、次のとおり変更したので通知します。  

 

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補 助 事 業 の  

変 更 の 内 容  
 

変 更 後 の 交 付  

決 定 金 額  
 

変 更 後 の  

交 付 条 件  

・佐賀市補助金等交付規則及び法人向けリビングシフト型企業

誘致推進事業補助金交付要綱の規定に従うこと。  

・補助事業を変更する場合は、市長の承認を受けること。  

・補助事業に係る経費の収入及び支出を明らかにした帳簿及び

証拠書類を整備し、補助事業が完了した日の属する年度の終

了後５年間保管すること。  

変 更 の 理 由   



様式第６号（第９条関係） 

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業  

補助金実績報告書  

 

令和 年  月  日  

（宛先）佐賀市長 

申請者 法人住所            

法人名称            

代表者氏名         ㊞  

  電話番号            

 

令和 年  月  日付け佐市工第  号で補助金等の交付決定を受けた補助事

業等の実績について、法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱第

９条の規定により、次のとおり報告します。  

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補 助 事 業 の 完 了 年 月 日   年  月  日  

補 助 金 の 交 付 決 定 金 額  円  

補 助 金 の 既 交 付 金 額  円  

補助事業の経費精算額の

う ち 補 助 対 象 金 額  
円  

添 付 書 類  

・事業実施報告書  

・領収書等  

 



様式第７号（第９条関係） 

 

令和  年  月  日 

 

事 業 実 施 報 告 書 

 

従業員概要 

 

上記の従業員の経費内訳 

単位：円 

経費区分 
補助対象 

経    費 

補助金交 

付申請額 

備 考 

（経路等） 

移

動

・

滞

在 

旅 費 

鉄道賃 円       ⇔ 

船賃 円 ⇔ 

航空賃 円 ⇔ 

車賃 円 ⇔ 

宿泊料 円 計  泊 

計 円 円  

※ 積算根拠となる書類（見積書等）は別添のとおり。 

 

 

 

 

滞在した従業員の氏名  
TEL 

 

滞在した従業員の住所 
〒 

 

滞在中に行った 

仕事の内容 

（該当内容に☑をつけてください） 

□通常業務 

□販路開拓 

□現地視察 

□その他（                  ） 

滞在期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

マイクロソフトＡＩ＆  

 イノベーションセンター 

ＳＡＧＡの利用日数 

日 



様式第８号（第１０条関係） 

佐市工第     号  

令和 年  月  日  

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業  

補助金確定通知書  

 

        様 

佐賀市長         印  

 

令和 年  月  日付けで実績報告のあった補助事業については、次のとおり

補助金等の額を確定したので、法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交

付要綱第１０条の規定により通知します。  

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補助金の交付決定金額  円  

補助事業の経費精算額

のうち補助対象金額  
円  

補助金の交付確定金額  円  

 



様式第９号（第１１条関係） 

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業  

補助金交付請求書  

 

令和 年  月  日  

（宛先）佐賀市長 

申請者 法人住所            

法人名称            

代表者氏名         ㊞  

  電話番号            

 

法人向けリビングシフト型企業誘致推進事業補助金交付要綱第１１条の規定によ

り、次のとおり請求します。  

 

補 助 年 度  年度  補助金の名称  
法人向けリビングシフト型

企業誘致推進事業補助金  

補 助 金 の 交 付 決 定 金 額  円  

補 助 金 の 交 付 確 定 金 額  円  

交 付 請 求 金 額  円  

振 込 先  

金 融 機 関 名 

銀行 信金 

農協 漁協    店 

信組 

口 座 番 号 当座・普通 

（フリガナ）  

口 座 名 義 人  

 


